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～ 侵害結果が第三者に生じた場合について ～ 
 
Die aberratio ictus im Notwehr: 
Eingriffe in die Rechtsgüter unbeteiligter Dritter 
 















































 この場合、B との関係においては、A は B に対して石を投げているため、かかる A の行為






 ここで、急迫不正の侵害を避けるため、自らを守るための行為を行った A を、 C の侵害
のかどで処罰するのは妥当でない。 






























 そして、文言解釈の観点でも、正当防衛を規定する刑法 36 条 1 項には、「急迫不正の侵害
に対して」という文言があり、「侵害に対して」のみ、防衛行為としての反撃が許されると解
されるべきである17)。第三者は不正の「侵害」ではない以上、第三者に対する行為は、刑法





































































 しかし、これらの見解については、そもそも、刑法 37 条の緊急避難に一般的緊急行為が含
まれるのかという問題に加え、一般的緊急行為の概念の不明確性、そして、刑法 37 条に違法











































2.8.1 厳格責任説（Strenge Schuldtheorie）48) 
 誤想防衛により、構成要件的故意ではなく、違法性の意識が否定される。誤想防衛は構成
要件的錯誤ではなく、法律の錯誤であるとする。この見解によれば、刑法 38 条 3 項により、





2.8.2 法律効果を制限する責任説（Rechtsfolgeneinschränkende Schuldtheorie）49) 
 この見解は、誤想防衛は、構成要件的故意を阻却し得ないが、ドイツ刑法の 16 条 1 項（日










2.8.3 制限責任説（Eingeschränkte Schuldtheorie）51) 
 この見解は、ドイツの通説である52)。また、近年の判例も制限責任説を採っている53)。ド







2.8.4 消極的構成要件要素の理論（Lehre von den negative Tatbestandsmerkmalen）54) 
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 深夜、酩酊した大家である L が、被告人 S の家の寝室に侵入してきた。大家 L は被告人 S
よりも体力があったが、争いになった際、酩酊状態の手助けもあって、激しい暴力を加えよ
うとした。そのため、被告人 S は、自身を守るためには、大家 L をステッキで殴るほかない
と思い、暗闇の中で、大家 L に向けてステッキで殴りつけた。しかしながら、ステッキによ
る殴打の一撃目は、大家 Lを制止しようとしていた Lの妻である Fの右目に当たってしまい、
失明させてしまった。それにもかかわらず、大家 L が暴行を続けたため、被告人 S は第二の
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事情も、このことを変更することはできない。･･･したがって、L への故意の危険傷害罪の不
可罰な未遂と F への過失傷害罪のみが問題となる。」と説示し、第三者である F に対する故
意を否定し、F に対する故意犯はもちろんのこと、結果的に F に対する過失傷害罪も認めず、
被告人に無罪を言い渡した。BGH 時代（BGHSt 5, 245, 248）以降、近年の判例（BGH, Urteil vom 
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